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本社が県内にある企業グループに対し 

労働局幹部が労働災害防止に向けた取組を要請 

～「働く人に安全で安心な店舗・施設づくり推進運動」を展開～ 

  

県内では、小売業、社会福祉施設といった第三次産業での労働災害が増加しています。 

厚生労働省奈良労働局（局長 𠮷野彰一）では、「働く人に安全で安心な店舗・施設づくり

推進運動」を展開し、県内の小売業、社会福祉施設、飲食店に対する労働災害防止のための

取組を集中的に実施することとしました。 

 

「働く人に安全で安心な店舗・施設づくり推進運動」のポイント 

１．名称 

 働く人に安全で安心な店舗・施設づくり推進運動 

 

２．実施時期 

 平成29年1月1日から平成29年12月31日まで（※重点期間：2月及び6月） 

 

３．対象業種 

 小売業、社会福祉施設、飲食店 

 

４．労働局の実施事項 

（１）県内に本社がある多店舗展開企業等に対し、労働局幹部が要請を行います。 

（２）対象業種の店舗・施設に対し、安全衛生方針の策定や、職場の安全を担当する職員の

配置など、労働災害防止に関する取組を求めます。 

（３）関係行政機関、業界団体と連携し、本運動の周知や安全活動の実施を呼びかけます。 

 

参考：対象業種への要請事項 

（１）経営トップによる安全衛生方針を策定し、店舗・施設内への掲示等による従業員への周知 

（２）職場の安全衛生活動を担当する職員（安全推進者）の配置 

（３）従業員への安全教育や意識啓発、危険の見える化、整理整頓活動などの安全活動の実施 
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参考資料 

１ 取組の背景・経緯 

  県内の第三次産業の労働災害の死傷者数は近年増加傾向にあります。 

平成28年の第三次産業の労働災害は、前年に比べ11.2％増加しました。また、死亡者数

は前年の１人から３人に増加しました。 

第三次産業の中では、社会福祉施設の死傷者数が前年に比べ31.7％増加しました。また、

第三次産業の労働災害の約３割を占めている小売業は5.4％増加しました。 

※数値はいずれも、平成28年12月末時点速報値によるもの 

 

これらの業種の労働災害発生状況を見ると、複数の店舗、施設を展開する企業（多店舗

展開企業等）での災害も多く見られます。また、店舗や施設の安全衛生の取組を見ると労

働者の安全を担当する職員が配置されていないなどの状況が散見されます。 

さらに、多店舗展開企業等においては、労働者の安全などの雇用管理のルールは、本社

等からの指示に従って行われていることが多く見られます。このため、第三次産業の店舗

や施設における労働者の安全の取組を推進するにあたっては、本社への要請・指導を通じ

て、傘下店舗・施設に対する労働者の安全のための取組を水平展開することが効果的と考

えられます。 

 

このようなことから、厚生労働省及び奈良労働局では、「働く人に安全で安心な店舗・

施設づくり推進運動」を展開し、県内多店舗展開企業の本社等に要請を行うとともに、そ

の傘下の店舗・施設における安全衛生のための取組を推進します。 

県内で多店舗展開を行っている代表的な企業本社に対して要請を行い、これらの傘下店

舗・施設において安全衛生の取組を行っていただくことで、県内の第三次産業全体におけ

る安全衛生の取組水準の向上が図られることを期待するものです。 

 

２．県内の第三次産業の労働災害の現状 

（１）小売業では労働災害が増加傾向にあり、平成24年に比べて約10％増加しています。 

また、平成27年と28年は労働災害によって亡くなられた方もいます。 
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（２）社会福祉施設では平成28年に労働災害が大幅に増加し、平成24年に比べて約30％増加

しています。特に介護分野は施設数、労働者数が年々増加しており、労働災害の発生リ

スクも高まっています。 

 

 

（３）飲食店では労働災害が減少傾向にありますが、平成27年には大幅に増加しました。 

   この年は食品加工用機械に巻き込まれ、指を骨折した事例も発生しています。飲食店

では若年者から高齢者まで幅広い方が従事し、労働災害も４割超が20歳台以下であるこ

とから、店舗・労働者双方において安全意識を持つことは極めて重要です。 
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※ グラフにおけるＨ28年の数値はいずれも、H27年の数値に、Ｈ28年 12月末速報値の対前年増減率を乗じて推計 
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３．労働局幹部による要請 

平成29年2月8日には、市民生活協同組合ならコープに対して、奈良労働局労働基準部長

が要請を行い、県内店舗に対する取組を求めます。 

 

 

要請日時：平成29年2月8日（水）9：00～ （頭撮り可） 

場所：市民生活協同組合ならコープ（奈良市恋の窪１丁目２番２号） 

 

参考：市民生活協同組合ならコープの概要 

 本社：奈良市恋の窪１丁目２番２号 

 施設数：17ヵ所 

 職員数：1,582人 

 ※市民生活協同組合ならコープウェブサイト（http://www.naracoop.or.jp/）から転載 

 

４．対象業種における取組事項 

 ①まずは、経営トップが方針を表明し、施設内掲示等により、 

傘下店舗、労働者に周知します。 

 

 ②安全の担当者（安全推進者）を配置しましょう。 

 

 

 

 

 

 ③従業員への定期的な教育や意識啓発のための取組を実施しましょう 

 

 

 

 

 

 

 ④4S活動、KY活動、危険の見える化など、労働災害を防止するための取組を定着させまし

ょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の流れは一例です。必ずしも上記の順番で全ての事項の取組を求めるものではなく、店舗・施設の実

態等に即して、可能なものから、労働者の安全に係る取組の実施を図っていただくものです。 

４S活動 
（整理・整頓・清潔・清掃） 

KY活動（危険予知） 危険の見える化 

http://www.naracoop.or.jp/









